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	広範な国民連合が講演会
谷口誠・元OECD事務次長
米国依存に日本の未来ない



　 自主・平和・民主のための広範な国民連合は五月十三日、東京で桜美林大学北東アジア総合研究所の谷口誠氏の講演会「世界経済危機と『東アジア共同体』」を 開いた。国連大使や経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）事務次長を務めた谷口氏は、豊富な外交現場での実体験やデータを元に日本の進路について提言、「米国に依 存する方向に日本の未来はない。アジアに軸足を置き関係を緊密にしなければならない。特に中国との信頼関係を強化することは重要」と指摘した。
　講演会の主催者あいさつで、斉藤つよし・広範な国民連合代表世話人は「百年に一度の危機とも言われているが、これを黙ってガマンしているわけにはいかない。これからどのような社会をつくっていくべきか、それをしっかりと考える契機にしたい」と講演会の趣旨を説明した。 

大国・中国を認め大人のつき合いを
　 谷口氏は日中関係の重要性を強調した。「日中はお互いにとって今や最大の貿易相手国だ。また中国は現在世界第三位の経済大国で、人口や経済成長率を考える と二〇一五年頃には日本を追い抜く。わが国がこれに対抗意識を燃やす必要はなく、いかなる関係を築けるかが重要」だと指摘した。
　また、中国と緊 密な関係を築く上でのわが国の問題点を指摘した。「外務省では中国との関係強化を言えばすぐに『親中派』のレッテルを張られる。その外務省や国会には、米 国流・ウォール街の考え方がはびこっている。米国の方だけを見てものを考え、内向きで縮んだ発想ばかりだ」と批判した。
　具体例として、東南アジ ア諸国連合（ＡＳＥＡＮ）に日本と中国、韓国を加えた「ＡＳＥＡＮプラス３」に、〇六年に安倍元首相が「価値観外交」などと名付けてオーストラリアや ニュージーラ塔h、インドなどを加えて中国をけん制したことや、〇七年に日本が国連安全保障理事会の常任理事国入りをめざした時に、中国や韓国、 ＡＳＥＡＮの賛成を得られなかったことなどをあげた。
　そうした経験から、「戦後、日本はアジアに対し多額の経済協力をおこなってきたが、真の友 好関係を築けていない。日本が『東アジア共同体』を唱えても、かつての大東亜共栄圏の焼き直しと受け取られる。しっかりとアジアに軸足を置いた外交が必 要」と訴え、共通の歴史認識や価値観の育成などの必要性にも言及した。

「東アジア共同体」にこそ日本が生き残る道がある
　 また谷口氏はアジアの今後について、「一九九七年のアジア通貨危機の後も、アジア諸国は米国依存への危機意識が欠落していた。現在の経済危機を乗り越える ためにはアジア内での関係強化が必要だ」とし、かつて米国の横やりで霧散したアジア通貨基金の再構築や共通通貨、通貨バスケット制度の設立、債券市場の育 成と投資銀行の設立などを進め、域内の貿易と投資をいっそう拡大するべきだと述べた。
　その上で「こうした共同体を築く上で日本はリーダーシップ を発揮すべきだ。中国へのつまらない対抗意識ばかりで、独自のアジア戦略がない。米国のように自由化ばかりを口にしているが、その米国や欧州は独自の地域 機構をつくり域内貿易・投資を発展させている。そうした現実を見るべきだ」と断じた。
　さらに、「こうした外交を担うための国家的な人材育成がまったく成されていない。国は教育費を削ることしかしていない。そうしたことの反映か、マスコミなども表面的で米国の借り物のような報道ばかりで、まるで本質を見抜いていない」と苦言を呈した。
　これからの国の進路を考える上で、示唆（しさ）に富んだ講演となった。
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